市町村合併によるコミュニティ行政の変化 : 山梨県の場合 by 中井 道夫
市町村合併によるコミュニティ行政の変化 : 山梨
県の場合
著者 中井 道夫
雑誌名 山梨学院大学法学論集
巻 72･73
ページ 294-308
発行年 2014-03-10
URL http://id.nii.ac.jp/1188/00002960/
論 説
市町村合併によるコミュニティ行政の変化
――山梨県の場合――
中井道夫
．はじめに
．山梨県における市町村合併と調査方法
．区長等報酬の変化
．区への補助金の変化
．その他の観点からする区の変化
	．これまでのまとめ
．区の活動と自治
．はじめに
市町村合併は行政改革の機能をもつ。ここでいう行政改革とは、行政組
織において効率性や経費の削減をはかろうとする施策のことを意味してい
る)。町内会、自治会を中心とするコミュニティ行政は、ここ山梨県の場
合、区という名称で行われており、東京都の場合と違って、行政が区に依
存する度合いが強く、区長に対して区長報酬を、そして区に対する委託業
務も多く、それに対する補助金も過剰なほど出している感が強い。
市町村合併を契機として、山梨県下の新自治体において、区を中心とす
るコミュニティ行政がどのような影響を受けたのか、そして区長報酬や区
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に対する補助金がどのように変化したのか、またしなかったのかを検討す
るのが、この小論の目的である。
調査結果を先取りすると、区長報酬（副区長、会計その他の役員手当も
含む）を行政が出していたのが通常であったが、合併によって、これが整
理され低減傾向にあるが、廃止されたところはない。また区への各種補助
金も統合・軽減されたが、廃止したところはない。区の活動はある意味で、
行政からの補助金や区長報酬に支えられている。これらの補助金等が廃止
されると区の活動や行政の一部業務はストップしてしまうのではないかと
思えるほど、区の活動は行政に支えられ、また行政は区に依存していると
いうのが、調査の結果であった。
このようななかで、自治会（＝区）の自治はあるのだろうか。地域コミ
ュニティレベルにおける住民自治はあるのだろうか。区のほとんどすべて
の活動を行政から補助金をもらって行っている状況のなかで、また区長が
行政から報酬をもらって働いている状況の中で、区の自主性、自立性はあ
るのであろうか。区と自治との関係についても最後に考察したい。
．山梨県における市町村合併と調査方法
山梨県は平成15年月までは、市37町20村、計64市町村あった。それ
が平成22年月には、13市町	村、計27市町村になった。つまり合併新
自治体が14できたわけである。そして、未合併自治体は、市町	村合
計13市町村である。
合併新市町のうち、これまでに調査した自治体は、次の通り、12市町で
ある（南部町、市川三郷町は未調査）。
北杜市、甲斐市、甲府市、山梨市、甲州市、上野原市、富士吉田市、中
央市、笛吹市、南アルプス市、身延町、富士川町。
208 法学論集 72 〔山梨学院大学〕
― 307 ―
調査方法は担当課の総務課等の職員からのヒアリング調査、調査日は
2011年月〜2012年10月。およびそれ以前に行なった合併自治体のデータ
は、注（）（2006年調査）の報告書を用いた。
調査項目は、①合併前後の区長等役員報酬および補助金の変化、②その
他、合併前後での変化、③議員の変化などである。
〈調査対象自治体〉
A．甲府盆地地域
（） 甲斐市（竜王町、敷島町、双葉町）2004年月13日合併。
（） 笛吹市（石和町、御坂町、一宮町、八代町、境川村、春日井町、
芦川村）2004年10月12日／2006年月日合併。
（） 山梨市（山梨市、牧丘町、三富村）2005年月22日合併。
（） 中央市（玉穂町、田富町、豊富村）2006年月10日合併。
（） 甲府市（甲府市、中道町、上一色村北部）2006年月日合併。
B．北部、西部地域
（	） 南アルプス市（八田村、白根町、芦安村、若草町、櫛形町、甲
西町）2003年月日合併。
（） 北杜市（明野村、須玉町、高根町、長坂町、大泉村、白州町、
武川村、小淵沢町）2004年11月日／2006年月15日合併。
（） 冨士川町（増穂町、鰍沢町）2010年月日合併。
（） 身延町（下部町、中富町、身延町）2004年月13日合併
C．富士五湖地域
（10） 富士河口湖町（河口湖町、勝山村、足和田村、上九一色村南
部）2003年11月15日／2006年月日合併。
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D．東部地域
（11） 甲州市（塩山市、勝沼町、大和村）2006年月20日、2006年
月20日合併。
（12） 上野原市（上野原町、秋山村）2005年月13日。合併。
山梨県の各市町村では、合併後、「自治会」という名称で呼ぶところも
出てきているが、基本的には、合併後も地域自治会のことを「区、組」と
呼ぶ場合が多い。この区という名称は、明治22年の「市制・町村制」によ
って、旧村（大字）単位に区が置かれたときにまで、さかのぼることがで
きるといわれており、山梨県の場合、地域自治会は農村的な性格を帯びて
いることがここから推察される)。
．区長等報酬の変化
山梨県の場合、コミュニティの単位は区である（その下に組もある）。
その区には副区長、会計委員、体育会委員、衛生委員などの役職があり、
区長に対してはすべての自治体が、また副区長以下の役職者にはいくつか
の自治体が報酬を払っていた。この区長報酬が合併によってどのように変
化したのだろうか。
）総合計での変化
区長等報酬に関する合併前後の増減は次のとおりである。区長等報酬に
はその他役員（副区長、会計委員、各種部長など）に対する報酬も含む。
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今回の調査における区長等報酬の変化についての特徴は次のとおりであ
る。
（Ａ） 多くの合併自治体では、人口規模の大きな中核的な市町がリーダ
ーシップをとって区長等報酬（及び地区運営補助金）を均一化させ、
総額も何割か減少させている。
（Ｂ） 合併自治体では区長報酬を減少させただけではなく、副区長や会
計、組長への報酬に対しても均一化を行い、またそれらの役員への
報酬を廃止させているところが多い。
（Ｃ） 区長等報酬は減少させても、組長への報酬は存続させているとこ
ろが比較的多い。それはチラシ配布などの実務を行うのは組長だか
らであろう。
（Ｄ） 区長等報酬を大きく減少させたところは甲府のように人口規模が
大きい市が周辺の規模の小さな町村を吸収したところか、笛吹市、
南アルプス市のように小さな町村が、	〜つ合併してできた新市
において見られる。
（Ｅ） 区長等報酬が増加した新自治体においては、上野原市や甲州市や
富士川町のように元来、区長報酬が低い町村のそれが上昇したため
に、全体として増加したと考えられる。
（Ｆ） 区長等報酬の削減を行った動機は合併だけではなく、その後行わ
れた行政改革の圧力もある。
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甲州市（10％増）、富士川町（％増）、北杜市（％増）
富士河口湖町（％減）、中央市（％減）
甲斐市（23％減）、身延町（24％減）、山梨市（26％減）
笛吹市（40％減）、甲府市（39％減）、南アルプス市（54％
減）
自治体
自治体
自治体
自治体
〜10％増加
〜％減少
20〜29％減少
30〜54％減少
上野原市（36％増）自治体30％以上増加
）世帯比での区長等報酬額の変化
合併した新自治体では明らかに区長報酬は減少している。それは総額だ
けではなく、世帯比でみた場合の区長報酬も低減している。世帯比でみて
区長等報酬は、合併して自治体の人口規模が大きくなればなるほど、小さ
くなるといった傾向を示している（図参照）。合併前では、世帯比でみ
た区長等報酬はかなり多かった（バラツキがある）が、それが合併して人
口規模が大きくなると、どの自治体も一様に区長等報酬額（円／年）は低
減する。
合併前の小規模自治体の場合は、区長等報酬にかなりのバラツキがある。
特に人口万未満の町村の場合には、そのような傾向が顕著である。つま
り人口規模と区長等報酬との間に相関がみられない。それに対して人口が
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万千人以上の自治体の場合は、人口規模と区長等報酬の間に相関がみ
られる（人口規模が増えるにつれて区長等報酬が低くなる）。特に合併し
て人口規模が万人以上になった場合には、両者の間の相関ははっきりし
ている。これは何を意味するのだろうか。特に人口が万人以上のところ
は、合併してできた自治体であり、行政改革的な効果がはっきりと出てい
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表 人口×世帯当たり区長等報酬額
世帯比
1403605676中道町
5003460
区長報酬(円/年)
1728 81
188002甲府市 79608 63
世帯数 区長報酬(世帯比)人口数
勝沼町
5414983528920626232塩山市
103842604082194199361＊甲府市
27439730145416上九一色村北部
6074牧丘町
68577000001124732064山梨市
1911242433601268537673＊甲州市
1343708060052729582
23137269八田村
871120365001382439444＊山梨市
463222930004951306三富村
301962850002082
800000348911733若草町
2345445600190510芦安村
4933124000633119498白根町
306708000
1146270000002356072630＊南アルプス市
15826402400404813011甲西町
4772908750610019343櫛形町
229
50079
39419
須玉町
高根町
長坂町
大泉町
白州町
武川村
小淵沢町
＊北杜市
竜王町
1306233100017854966明野村
2720
3599
3740
1824
1584
1192
2340
19302
14700
7205
9940
9491
4639
4343
3458
6131
1424
1346
1456
1079
984
1452
585
4300000
1140000
5325000
2455000
2306000
1286000
2302000
28033500
8599900
14019808250700319066敷島町
1581
317
ると見なすことができよう。
）区長報酬の法的根拠
区長報酬およびその他の区役員への報償費を支払うことの法的根拠は、
214 法学論集 72 〔山梨学院大学〕
― 301 ―
注；人口・世帯数（すべて住民基本台帳人口）／甲府市、北杜市、富士河口湖市:2006
年月日現在／南アルプス市、笛吹市：2005年月日現在／その他の市町：2004年
月日現在。それぞれ合併直後のデータをとった。区長等報酬はヒアリングによる。
＊印は合併新自治体である。
749200000002669472194＊甲斐市
区長報酬(世帯比)区長報酬(円/年)世帯数人口数
八代町
14725223000354811408一宮町
282110749500381012470御坂町
92499336801074926788石和町
73121＊笛吹市
1311355020027077217春日居町
2014297900014794826境川村
1087294500027098752
1002328573＊上野原町
10856725006202270秋山村
6075608800924726562上野原町
13123364468025650
150500011143658豊富村
10666138000575716413田富町
1171446600038159865玉穂町
9299313800
777127500016404339鰍沢町
13135849000445413338増穂町
1161122706001056829955＊中央市
1351
1186
25570
下部町
中富町
身延町
＊身延町
河口湖町
勝山村
足和田町
上九一色村南部
＊富士河口湖町
12477573000607317831＊富士川町
2021
1728
2621
6410
6159
762
490
413
8547
5238
4315
7815
16972
19362
2600
1598
1050
1181
432
302
163
2131
436
2338750
1236400
2751950
7573000
2658500
230000
80000
880000
3724500
15017489400499113709双葉町
1157
716
新市でどのようになっているのか。条例および規則などで規定されている
自治体とそうでないところがあった。実例として、笛吹市の場合をみよう。
笛吹市においては、区長報酬を2005年から一元化を図り、均等割
125,000円＋世帯割（690円×世帯数）で一つの区の区長報酬を算定してい
るが、それは「行政区長等設置規則」に記された。そしてそれは「特別職
の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁済に関する条例」（2004年笛吹市条
例第48条、以下「報酬条例」と呼ぶ）に根拠をもつ。
笛吹市では、区長報酬は「報酬条例」と「行政区長等設置条例」に根拠
をもつが、これらの規則ができたのは連合区長会の協議の結果であった。
その協議のなかで、区長報酬の積算基準、交付方法などの統一の必要性が
議論されたほか、それまで支払われていた区長以外の区役職者に対する報
酬を支給するのではなく、行政区運営交付金のなかで対応することが決定
された。そのことは区長以外の区役職者への報酬支払いを「報酬条例」か
ら削除することであった。笛吹市においては、区長報酬及びその他の区役
職者への報酬支払いは「報酬条例」で規定されていた。区長報酬は支給す
るが、その他の区役職者への報酬支給は取りやめるという決定は、区長は
特別職の公務員（非常勤）として扱うという待遇の変化からである。区長
は特別職の公務員であるが、その他の区役員（会計や部長など）はそうで
はないという判断である。
．区への補助金の変化
合併後のコミュニティ施策で問題となる第の事項は、区の活動に対す
る補助金である。区が行っている活動は、行政の発行する広報誌配布のみ
ならず、防犯協会、自主防災活組織などの活動、ゴミステーションの管理、
ゴミ分別、河川清掃、子供会、婦人会、老人クラブ、赤十字の募金、そし
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て運動クラブ、葬祭などの多様なものである。このほかに、行政からみる
と消防、警察、保健衛生、建築・土木、農林業、地域環境整備、福祉、都
市計画など行政の各所管課の業務と密接につながった活動を行っている。
これらの活動は自治会の自主的な活動なのか、それとも行政の下請け的活
動なのかが判別出来ないほど、活発に行われている。
またこれらの自治会活動は、行政から多くの活動助成金、補助金によっ
て支えられており、その資金は通常の場合、行政の各部署、各所管課から
個別に支払われ、特に小規模の自治体、町村の場合はほとんどが個別に支
払われてきた。
文化協会、体育協会の活動は、自治会を基礎とせず、市民個人単位で加
入するものだが、場合によっては野球クラブ、少年野球などの自治会から
補助金がでている活動もある。
それに対して、合併した新自治体ではそれらの補助金がどのように変わ
ったか。行政の各所管課と区、自治会との関係において変わったのは、行
政はより多くの区・自治会と関係を持つことになった。補助金を出すこと
については変わっていない。そして、総務課等が一括して自治会の活動補
助金を一括して支払うようになった。ここに合併による効率化、透明化の
影響をみることができる。
地区補助金に関する変化の第は、合併した各自治体に対して補助金の
種類が共通化したことである。ある町村にだけあった事業補助金は合併し
たすべての町村にも支払われるようになった。新市におけるすべての地区
コミュニティに対しての補助金が公平に出されることになった。
第は、補助金の単価自体が低減し、合併前における地区補助金合計よ
りも新市における地区コミュニティへの補助金合計が低減したことである。
この変化については、合併前の補助金総額と合併後のそれとが明確になっ
ている自治体	つのうちつまでがその変化を示し、低減した（減少せず
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増加した自治体も例外的にある）。
第は、地区補助金の支払われ方である。地区補助金は各所管課の事業
ごとに個別に区に対して支払われるのが一般的であった。合併すると、総
務課などが各所管課での事業ごとに支払っていた地区補助金を一括して、
予算化して支払われるようになった。地区補助金の支払いの一括化が行わ
れた。
実際は、地区補助金の変化にも以下のようにつのパターンがある。
（Ａ） 地区補助金が各所管課で事業ごとに個別に支払われていたのが、合
併後の新市では総務課等で一括して支払われるようになったパターン
（甲府市、南アルプス市、北杜市その他）。
（Ｂ） 合併前においても合併後においても地区補助金は各所管の事業ごと
に個別に支払われるパターン（冨士川町、身延町、甲州市その他）。
自治体が地区自治会に対して財政的に支援する場合は、大きくいって
つある。区長報酬のように役職者に対して報償費として払うものと、地区
自治会の活動への活動費や委託している事業に対する助成金・委託費とし
て、もしくは活動補助として支払う場合である。
第の特徴としては合併によって、役職者に対する報酬は、新市におい
て均等化し低減化していった。
第の特徴としては事業への補助金、活動費補助であって、共通化、低
減化していった。この第一の「役職者への報酬」と「事業への補助金」と
に同時に変化があった場合もある。それは、前者の区長報酬のみが残り、
事業補助金がなくなるという自治体である。つの町村が合併した笛吹市
では、区長報酬のみが支払われ、事業補助金がなくなったとされており、
事業補助金として区長報酬費から支払ってもよく、それは地区コミュニテ
ィに任されており、行政の関与するところではないとした。合理化されて
も、区長報酬はなくならなかった。
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．その他の観点からする区の変化
合併による変化のうち、区長報酬および各事業への補助金の変化につい
ては以上のとおりであるが、その他の観点における変化については以下の
通りである。
（）合併することにより、従来の狭い行政区域を越えた活動団体がで
てきたことである。多くの新自治体がつかんでいる情報では、従来の行政
区を越えて活動するコミュニティ団体はないということであったが、なか
には従来の行政区域をこえた新しいコミュニティ団体と活動が行われてい
るところもある。それとともに、定型的な活動だけではなく、まちづくり
といえる新しい活動にとりくむ自治会も出てきた。
（）従来は人口規模も行政区域も小さく、全区あげてのお祭りや運動
会などの行事を行ってきたのが、合併することによって人口規模も拡大し、
それに伴って大きな施設（運動場など）がなくて,全区の運動会が持てな
くなった、という事態もおこった。これは全体としてのコミュニティの一
体感を醸成するうえで大きな障害となっているといわれた。
しかしながら、たとえば中央市では合併した町村単位で行われていた
「祭り」を合併後の新市では全市単位の「祭り」ととらえ、行政が支援す
るお祭りとして年に回行っている。これなどは従来の町村単位のコミュ
ニティとともに、新しい新市としてのコミュニティのつながりを醸成させ
る事例と捉えることができよう。
（）区長と行政とは緊密なつながりが合併前にはあった。区長の代表
が行政の各種委員会、審議会のメンバーになることが少なくなかった。し
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かし合併することにより、区長数が飛躍的に増加した。区長の数が増加し
ても、行政の各種委員会、審議会の数はほとんど変化していない。区長と
行政との関わりが少なくなったのである。
伝統的な地域を代表する住民組織において行政との距離が遠くなったと
いえよう。
（）合併にともなう新しい課題が増えた。新住民の増加、過疎化・高
齢化による伝統的な住民組織の衰退、防災無線の設置、電子自治体化、行
政改革、産業廃棄物処分場の建設など。これらの行政課題に対して、地域
住民組織はどのように対応しているのであろうか。
地域住民組織のリーダーの固定化、高齢化に対してどのような問題がで
ているのだろうか。それらは今後の課題である。
	．これまでのまとめ
山梨県の場合、市町村合併がコミュニティ施策にどのような変化を起こ
したのか、という問題意識で、調査を行った。その結果としては次のとお
りであった。
① 区長等報酬がなくなりはしなかったが、旧町村により異なっていた
算定基準が共通化し、かつその額においても低減した。
② 区補助金は各所管課ごとにばらばらに支払われていたのが、補助金
の種類が共通化された。そして人口規模の比較的小さな新市において
は、地区補助金が増加したところもあるが、ほとんどの自治体では、
補助金の低減化が起こった。
その他の変化の項目もあるが、上記のつの点は、地区コミュニティ
の活動を支える財政的な支援策でもあり、施策としては重要な部分で
市町村合併によるコミュニティ行政の変化 219
― 296 ―
ある。このつの点において、コミュニティ施策は補助金において低
減化し、合理化され、効率化の方向へと転換したといえる。
③ 自治会への加入率が低下してきていることや住民ニーズの多様化な
どによって、自治会が必ずしも、地区住民を代表する唯一の組織とは
いえなくなってきている。行政は自治会以外の活動団体、ボランティ
ア組織などの意見を行政に反映する努力をするべきといえよう。
④ 自治会の活動内容においても、従来の定型的なもの以外に独自の活
動（いわゆるまちづくり活動など）を行うところもでてきている。ま
た新しい市域に新しい活動団体が生まれてきたところもある。
⑤ 地域コミュニティを取り巻く社会環境は高齢化、少子化、そして住
民の移動の増加（転入住民も転出住民も）などのため、大きく変化し
てきている。その点の解明は今後の課題である。
．区の活動と自治
自治とはその団体が自ら考え、活動を作り出す力であるとするならば、
その活動のほとんどすべてに対して、自治体から補助金をもらっている状
態は「自治」ではない。定型的な仕事をこなしているだけといわれても仕
方がない。 補助金を行政からもらう体質が、新しい地域課題に対する取
り組みを、抑制するといってよいかもしれない。
自治会にとって自治とは何か、それが問われなければならない。区長等
報酬を行政からもらい、なかでも区長を非常勤公務員に任命している自治
体もあり、そして様々な活動に対する補助金を行政に依存している。この
ようななかで、自治会（＝区）の自治はあるのだろうか。コミュニティレ
ベルにおける住民自治はあるのだろうか。区のほとんどすべての活動を行
政から補助金をもらって行っている状況のなかで、また区長が行政から報
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酬をもらって働いている状況の中で、区の自主性、自立性はあるのであろ
うか、という問題意識から出発した。
市町村合併は、ある意味で補助金のあり方、行政委員のあり方について
の再検討をするよい機会なのではないかと考えられる。自治（autonomy）
を「自らをガバナンスもしくはコントロールする自由である」という観点
からすると、区の自主性が求められているということである。
それは行政からの補助金を一切拒絶し、行政から委託されたこれまでの
仕事をすべて拒否することではないだろう。行政と一定の距離を取りなが
ら、地域自身で決めた目標をもって、行動することが必要である。そのた
めに、区（自治会）も自治体と同じく、自らの手で長期計画-年次計画-実
施計画を作ることから始めなければならないという考えには説得力があろ
う。)
注
（） 市町村合併の目的として簡素で効率的な地方行政体制の整備をあげることがで
きる、とはよくいわれている。
（） 拙稿「町村合併後のコミュニティの現況と政策」『自治研やまなし』第	号、
山梨県地方自治研究センター、2007年月。
（） 鳥越浩之『地域自治会の研究』ミネルヴァ書房、1994年、91〜98頁参照。
（） 江口清三郎「自治体の補助金再考」、松下圭一他編『自治体の構想』岩波書
店、2002年所収、参照。
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